交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　福祉部 生活福祉課　
	処分の概要
	保護の開始の申請に対する処分

	法令名
根拠条項
	生活保護法　第24条

	法令番号
	昭和25年法律第144号

	【基準】
　　交野市は、保護の開始の申請があつたときは、保護の要否、種類、程度及び方法を決定し、申請者に対して書面をもつて、決定の理由を付け通知しなければならない。
　　保護の通知は、申請のあつた日から14日以内にしなければならない。ただし、扶養義務者の資産及び収入の状況の調査に日時を要する場合その他特　別な理由がある場合には、これを30日まで延ばすことができるが、その期間内に通知をしなかつたときは、書面にその理由を明示しなければならない。
　　保護の申請をしてから30日以内に通知がないときは、申請者は、交野市が申請を却下したものとみなすことができる。
　　交野市は、知れたる扶養義務者が民法の規定による扶養義務を履行していないと認められる場合において、保護の開始の決定をしようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、当該扶養義務者に対して書面をもつて厚生労働省令で定める事項を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知することが適当でない場合として厚生労働省令で定める場合は、この限りでない。

※厚生労働省令で定める場合とは？
生活保護法施行規則
第2条　法第24条第8項による通知は、次の各号のいずれにも該当する場合に限り、行うものとする。
　一　保護の実施機関が、当該扶養義務者に対して法第77条第1項の規定による費用の徴収を行う蓋然性が高いと認めた場合
　二　保護の実施機関が、申請者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成13年法律第31号)第1条第1項に規定する配偶者からの暴力を受けているものでないと認めた場合
　三　前各号に掲げる場合のほか、保護の実施機関が、当該通知を行うことにより申請者の自立に重大な支障を及ぼすおそれがないと認めた場合


	標準処理期間
	申請のあった日から14日以内。ただし、特別な理由があるときは30日まで延長可能(法第24条第3項)

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成28年10月1日
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